
笠間市の給与・定員管理等について 
 

【公表内容は，総務省の公表様式に基づくものです。】 

１ 総括 
 

(１) 人件費の状況（普通会計決算） 

区 分 
住民基本台帳人口 

（２２年度末） 

歳出額 

Ａ
実質収支 

人件費 

Ｂ

人件費率 

B／A 

（参考） 

21 年度の人件費率 

２２年度 
人 

79,904 

千円

28,609,837 

千円

573,158 

千円

5,956,673 

％ 

20.8 

％

21.3 

 

(２) 職員給与費の状況（普通会計決算） 

給  与  費 
区 分 

職員数 

Ａ 給 料 職員手当 期末・勤勉手当
計 

Ｂ

一人当たりの

給与費 B／A 

(参考)類似団体平

均一人当たり給与

費 

２２年度 
人 

661 

千円 

2,530,955 

千円

358,212 

千円

896,477 

千円

3,785,644

千円 

5,727 

千円

5,959 

（注）１ 職員手当には，退職手当を含みません。 

２ 職員数は，平成２２年４月１日現在の人数です。 

 

(３) 特記事項 

  給与抑制措置 

  ① 市長の給料については，平成 18 年４月から 20％の減額措置を実施しています。 

  ② 副市長及び教育長の給料については，平成 20 年４月から５％の減額措置を実施しています。 

  ③ 管理職の管理職手当については，平成 21 年４月から 10％の減額措置を実施しています。 

   

(４) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在） 

96.0

97.0

98.0

99.0

100.0

笠間市 類似団体平均 全国市平均

(H18)

　96.6

（H18）

　96.6

（H23）

  97.7 （H18）

　97.4

（H23）

 98.8

（H23）

　97.3

 
 

（注）１ ラスパイレス指数とは，国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給

与水準を示す指数です。 

２ 類似団体平均とは，人口規模，産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純

平均したものです。 
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２ 一般行政職給料表の状況（平成２３年４月１日現在） 
（単位：円） 

 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 

１号給の 

給料月額 
135,600 185,800 222,900 261,900 289,200 320,600 366,200

最高号給の 

給料月額 
243,700 309,200 356,400 390,100 402,500 424,600 458,400

（注） 給料月額は，給与抑制措置を行う前のものである。 

 

３ 職員の平均給与月額，初任給等の状況（公営企業職を除く） 
 

(１) 職員の平均年齢，平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２３年４月１日現在） 

 

① 一般行政職 

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 
平均給与月額 

（国ベース） 

笠間市 44.1 歳 335,900 円 376,899 円 355,377 円 

茨城県 43.1 歳 341,906 円 421,802 円 374,580 円 

国 42.3 歳 327,205 円 － 397,723 円 

類似団体 43.7 歳 332,547 円 401,218 円 362,919 円 

 

② 技能労務職 

公 務 員 民 間 参考

区 分 
平均年齢 職員数 

平均給料 

月額 

平均給与 

月額（A） 

平均給与 

月額（国ベー

ス） 

対応する民

間の類似職

種 

平均年齢 
平均給与月

額（B） 
A/B 

笠間市 51.2 歳 46 人 288,100円 308,280円 297,335 円 ― ― ― ― 

うち 

調理員 
52.8 歳 20 人 290,200円 296,745円 293,350 円 調理士 45.1 歳 248,500円 1.19

うち 

運転手 
46.5 歳 7 人 285,600円 334,686円 311,957 円

自家用自動

車運転手 
55.4 歳 226,600円 1.48

主
な
職
種 

うち 

用務員 
56.6 歳 3 人 301,300円 314,500円 309,500 円 用務員 53.8 歳 209,700円 1.50

茨城県 49.4 歳 438 人 341,159円 386,659円 367,131 円 ― ― ― ― 

国 49.5 歳 3,689 人 283,862円 ― 321,662 円 ― ― ― ― 

類似団体 48.9 歳 46 人 313,183円 347,693円 329,465 円 ― ― ― ― 
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参 考 

年収ベース（試算値）の比較 
区 分 

公務員 

（C） 

民間 

（D） 
C/D 

笠間市 4,836,560 円  ―    円 ― 

うち調理員 4,683,040 円 3,384,900 円 1.38 

うち運転手 5,172,132 円 2,994,700 円 1.73 
 

うち用務員 4,939,000 円 2,943,200 円 1.68 

※ 民間データは，賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています（平成 20

年～22 年の３ヵ年平均）。 

※ 技能労務職の職種と民間の職種等の比較に当たり，年齢，業務内容，雇用形態等の点において完全

に一致しているものではありません。 

※ 年収ベースの「公務員（C）」及び「民間（D）」のデータは，それぞれ平均給与月額を 12 倍したも

のに，公務員においては前年度に支給された期末・勤勉手当，民間においては前年度に支給された年

間賞与の額を加えた試算値です。 

 

③ 教育職（幼稚園教諭） 

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 

笠 間 市 43.4 歳 312,300 円 312,467 円 

茨 城 県 45.2 歳 390,029 円 435,985 円 

類似団体 43.0 歳 326,746 円 354,793 円 

 

④ 消防職 

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 
平均給与月額 

（国ベース） 

笠 間 市 41.6 歳 333,100 円 395,466 円 356,850 円 

国（警察職） 41.2 歳 318,868 円 － 367,972 円 

類似団体 39.6 歳 305,530 円 378,201 円 336,981 円 

(注)１ 「平均給料月額」とは，平成２３年４月１日現在における各職種の職員の基本給の平均です。 

２ 「平均給与月額」とは，給料月額と毎月支払われる扶養手当，住居手当，時間外勤務手当など

のすべての諸手当の額を合計したものであり，地方公務員給与実態調査において明らかにされて

いるものです。 

また，「平均給与月額(国ベース)」は，国家公務員の平均給与月額には，時間外勤務手当，特

殊勤務手当等の手当が含まれていないことから，比較のため国家公務員と同じベースで再計算し

たものです。 
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(２) 職員の初任給の状況（平成２３年４月１日現在） 

区  分 笠間市 茨城県 国 

大学卒 172,200 円 172,200 円 172,200 円 
一般行政職 

高校卒 140,100 円 140,100 円 140,100 円 

高校卒 137,200 円 135,600 円 － 
技能労務職 

中学卒 121,600 円 129,200 円 － 

大学卒 197,200 円 － － 
消防職 

高校卒 158,100 円 － － 

 

(３) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２３年４月１日現在） 

区  分 経験年数 10 年 経験年数 15 年 経験年数 20 年 

大学卒 281,060 円 313,850 円 335,450 円 
一般行政職 

高校卒 － 284,620 円 327,533 円 

高校卒 － － － 
技能労務職 

中学卒 － － － 

大学卒 － － － 
消防職 

高校卒 － 288,266 円 338,425 円 

 

４ 一般行政職の級別職員数等の状況 
 

(１) 一般行政職の級別職員数の状況（平成２３年４月１日現在） 

区 分 標準的な職務内容 職員数 構成比 

１ 級 主事，主事補 30 人 6.8％ 

２ 級 主事 16 人 3.6％ 

３ 級 係長，主幹 217 人 49.3％ 

４ 級 主査 84 人 19.1％ 

５ 級 課長補佐，施設長 48 人 10.9％ 

６ 級 課長，副参事 35 人 8.0％ 

７ 級 部長 10 人 2.3％ 

（注）１ 笠間市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。 

２ 標準的な職務内容とは，それぞれの級に該当する代表的な職務です。 
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(２) 昇給等への勤務成績の反映状況 

本市では人事評価制度を実施しており，この結果を昇給数及び勤勉手当成績率に反映して

います。 

 

５ 職員の手当の状況（公営企業職を除く） 
 

(１) 期末手当・勤勉手当 

笠間市 茨城県 国 

１人当たり平均支給額（２２年度） 

1,410 千円 

１人当たり平均支給額（２２年度）

1,677 千円 
－ 

（２２年度支給割合） 

期末手当    勤勉手当 

 2.60 月分    1.35 月分 

(1.45)月分    (0.65)月分 

（２２年度支給割合） 

期末手当     勤勉手当 

 2.60 月分     1.35 月分 

(1.45)月分     (0.65)月分 

（２２年度支給割合） 

期末手当     勤勉手当 

 2.60月分     1.35 月分 

(1.45)月分    (0.65)月分 

（加算措置の状況） 

職制上の段階，職務の級等による

加算措置 

・ 役職加算  5～15 ％ 

 

（加算措置の状況） 

 職制上の段階，職務の級等による

加算措置 

・役職加算   5～20 ％ 

・管理職加算 15～25 ％ 

（加算措置の状況） 

 職制上の段階，職務の級等によ

る加算措置 

・役職加算   5～20 ％ 

・管理職加算 10～25 ％ 

（注）１ （ ）内は，再任用職員に係る支給割合です。 

２ 本市では，人事評価結果に基づき勤勉手当成績率を決定しています。 
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(２) 退職手当（平成２３年４月１日現在） 

笠間市 国 

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年 

勤続２０年 23.5 月分   30.55 月分 勤続２０年 23.5 月分   30.55 月分 

勤続２５年 33.5 月分   41.34 月分 勤続２５年 33.5 月分   41.34 月分 

勤続３５年 47.5 月分   59.28 月分 勤続３５年 47.5 月分   59.28 月分 

最高限度額 59.28 月分   59.28 月分 最高限度額 59.28 月分   59.28 月分 

その他の加算措置 その他の加算措置 

・定年前早期退職特例措置（2%～20% 加算） ・定年前早期退職特例措置（2%～20% 加算） 

１人当たり 

平均支給額 

 8,920 千円 

【7,035】千円 

24,565 千円

【24,378】千円
  

（注）１ 退職手当の１人当たり平均支給額は，平成22年度に退職した職員に支給された平均額です。 

   ２ 【 】内の数値は，企業会計職員を含んだ数値です。 

 

(３) 地域手当（平成２３年４月１日現在） 

 

笠間市では支給しておりません。 

 

(４) 特殊勤務手当（平成２３年４月１日現在） 

 支給実績（２２年度決算） 4,189 千円

 支給職員１人当たり平均支給年額（２２年度決算） 23 千円

 職員全体に占める手当支給職員の割合（２２年度） 27.4％

 手当の種類（手当数） 14 種

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 
左記職員に対する 

支給単価 

滞納整理従事手当 

税務課，保険年金課，高齢

福祉課及び下水道課等に

勤務する職員 

市税等の滞納整理に関する現業に

従事するため出張したとき 
日額 200 円 

感染症防疫作業

手当 
右記業務に従事した職員 

感染症の病原体の付着した物件若

しくは付着の危険がある物件の処

理作業に従事したとき等 

日額 200 円 

植物防疫作業手当 右記業務に従事した職員 

植物防疫作業を行い，又は指揮監

督を行う者が特に身体に危害を受

けるおそれのある業務に従事した

とき 

日額 200 円 

社会福祉業務手当 
福祉事務所（社会福祉課）

等に勤務する職員 

社会福祉業務の現業員が調査及び

面接相談等の業務に従事するため

出張したとき 

日額 200 円 

精神保健業務手当 
健康増進課に勤務する職

員 

精神障害者又は精神障害の疑いの

ある者と直接接して行う面接相

談，訪問指導又は集団生活指導の

業務に従事したとき等 

日額 200 円 
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行旅病人，同死亡

人及び変死人処

理従事手当 

福祉事務所（社会福祉課）

等に勤務する職員 

行旅病人，同死亡人，又は変死人

の処理に従事したとき 

行旅病人 

1 件  500 円 

行旅死亡人又は変

死人 

1 件 3,000 円 

動物死体処理手当 
環境保全課，生活課等に勤

務する職員 

動物死体の処理作業に従事したと

き 
日額 500 円 

夜間看護手当 
市立病院に勤務する看護

師等 

正規の勤務時間による勤務の一部

又は全部が深夜において行われる

看護等の業務に従事したとき 

1 回につき 

4時間以上 3,300円

2時間以上 2,900円

2時間未満 2,000円

医師研究手当 医師 
公衆衛生に関する調査研究の業務

に従事したとき 
月 85 万円以内 

放射線取扱手当 市立病院に勤務する職員 
エックス線撮影若しくは透視の業

務に従事したとき等 

エックス線撮影若

しくは透視の料金

の固定点数の100分

の 3 

感染症接触手当 市立病院に勤務する職員 

感染症患者の診療又は介助若しく

は感染症の病原体の付着した物体

の処理作業に従事したとき 

日額 50 円 

災害防ぎょ手当 消防職員 
水火災又はその他の災害防じょに

従事したとき 
1 回 250 円 

救急業務手当 消防職員 救急業務に従事したとき 

救急救命士 

1 回 510 円 

その他の救急隊員 

1 回 300 円 

救助活動手当 消防職員 救助活動に従事したとき 1 回 250 円 

 

 

(５) 時間外勤務手当 

支給実績（２２年度決算） 127,537 千円 

職員１人当たり平均支給年額（２２年度決算） 193 千円 

支給実績（２１年度決算） 119,756 千円 

職員１人当たり平均支給年額（２１年度決算） 163 千円 
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(６) その他の手当（２３年４月１日現在） 

手当名 内容及び支給単価（月額） 
国の制度 

との異同 

国の制度と

異なる内容

支給実績 

(22 年度決算) 

支給職員１人当たり

平 均 支 給 年 額

(22 年度決算） 

管理職手当 

管理又は監督の地位にある職員の

うち，規則で指定するものについ

て支給 

 ・ 部 長 67,000 円 

 ・ 課 長 42,000 円 

 ・ 副参事 42,000 円 

 ・ 施設長 24,000 円 など 

同じ － 37,834 千円 455,831 円

扶養手当 

他に生計の途がなく主として職員

の扶養を受けている扶養親族のあ

る職員に支給 

・ 配偶者 13,000 円 

・ 配偶者以外の扶養親族   

1 人につき 6,500 円 

（配偶者がいない場合は，そ

のうち 1人につき 11,000 円）

※ 扶養親族である子のうち

満 16 歳の年度始めから満

22 歳の年度末までの子１

人につき 5,000 円を加算 

同じ － 89,902 千円 227,025 円

住居手当 

自ら居住するため住宅を借り受

け，月額 12,000 円を超える家賃

を払っている職員に支給 

① 23,000 円以下の家賃の場合 

 {家賃額－12,000 円} 

② 23,000 円超の家賃の場合 

 {(家賃額－23,000 円)÷2＋

11,000 円（27,000 円が限度） 

同じ － 18,965 千円 223,117 円

通勤手当 

通勤のため自動車その他の交通の

用具で規則で定めるものを使用す

ることを常例とする職員等（通勤

距離が片道２キロメートル未満で

あるもの等を除く。） 

① 電車,バス等交通機関利用の

場合 

発行されている最長通用期間の

定期券の額 

月額 55,000 円を上限 

② 自動車等，交通用具利用の場

合 

 通勤距離により 

 月額  2,000 円 ～ 24,500 円 

③ ①及び②併用者 

 月額 55,000 円を上限 

同じ － 31,179 千円 49,886 円
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単 身 赴 任

手当 

公署を異にする異動等に伴い，転

居し，父母の疾病その他規則で定

めるやむを得ない事情により，同

居していた配偶者と別居すること

となった職員で，単身で生活する

ことを常況とする職員に支給 

月額 23,000 円＋加算額 

 加算額は，交通距離により 

 月額  6,000 円 ～ 45,000 円 

同じ － 348 千円  348,000 円

休 日 勤 務

手当 

祝日法による休日等及び年末年始

の休日等において正規の勤務時間

中に勤務することを命ぜられた職

員に支給 

・ １時間当たりの給料額×

135/100 

同じ － 34,577 千円 335,699 円

夜 間 勤 務

手当 

正規の勤務時間として午後 10 時

から翌日の午前 5 時までの間に勤

務する職員に支給 

・ １時間当たりの給料額×

25/100 

同じ － 10,004 千円 97,126 円

宿 日 直 手

当 

宿日直勤務を命ぜられた職員に支

給 

１回当たり 4,200 円 

（勤務時間 5時間未満 2,100 円）

同じ － 3,020 千円 8,436 円

管 理 職 特

別 勤 務 手

当 

規則で指定する職を占める職員の

うち管理又は監督の複雑，困難及

び責任の度が高い職員として規則

で定める職員が臨時又は緊急の必

要その他の公務の運営の必要によ

り勤務時間条例第 3 条第 1 項，第

4 条及び第 5 条の規定に基づく週

休日又は祝日法による休日等若し

くは年末年始の休日等に勤務した

場合に支給 

１勤務当たり 

 ・ 部長     8,000 円 

 ・ 課長，副参事 6,000 円 

 ・ 施設長    4,000 円 

同じ － 657 千円 15,279 円
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６ 特別職の報酬等の状況（平成２３年４月１日現在） 

区  分 給 料 月 額 等 

 （参考）類似団体における最高／最低額

市 長 720,000
注 1

 ( 900,000 ) 円 990,000 円 ／ 500,000 円 
給 

 

料 
副市長 684,000

注 1

  ( 720,000 ) 円 802,000 円 ／ 395,000 円 

議  長 460,000 円 690,000 円 ／ 359,000 円 

副 議 長 425,000 円 620,000 円 ／ 295,000 円 
報 

 

酬 
議  員 400,000 円 560,000 円 ／ 273,000 円 

市 長 

副市長 

 

（平成２２年度支給割合） 

2.95 月分 【役職加算(15%)】 期 

末 

手 

当 
議 長 

副議長 

議 員 

（平成２２年度支給割合） 

2.95 月分 【役職加算(15%)】 

 （算定方式）  （１期の手当額） （支給時期） 

 

市 長 

 

給料月額×在職年数×５．５ 19,800,000 円

 

任期ごと 

 

副市長 

 

給料月額×在職年数×３．１ 8,928,000 円

 

任期ごと 

退 

職 

手 

当 

備 考  

（注）１ 給料及び報酬の（ ）内は，減額措置を行う前の金額です。 

２ 退職手当の欄（１期の手当額）は，平成２３年４月１日現在の給料月額（減額措置前）及び

支給率に基づき，１期（４年＝４８月）勤務した場合における退職手当の見込額です。 
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７ 職員数の状況（公営企業職を含む） 
 

(１) 部門別職員数の状況と主な増減理由（各年４月１日現在） 

単位：人 

職 員 数 区分 

部門 平成２２年 平成２３年

対前年 

増減数 
主 な 増 減 理 由 

議 会 

総 務 

税 務 

労 働 

農林水産 

商 工 

土 木 

民 生 

衛 生 

7 

134 

40 

－ 

39 

15 

65 

87 

48 

6

125

41

－

36

16

65

87

48

△1

△9

1

－

△3

1

0

0

0

新規採用者及び退職者等の増減による。 

（一般行政） 

計 435 424 △11

＜参考＞ 

人口１万人当たり職員数 53.06 人 

（類似団体の人口１万人当たりの職員数57.74人）

教 育 100 93 △7 新規採用者及び退職者等の増減による。 

消 防 127 127 0  

普 

通 

会 

計 

部 

門 

小計 662 644 △18

＜参考＞ 

人口１万人当たり職員数 80.60 人 

（類似団体の人口１万人当たりの職員数78.49人）

病 院 

水 道 

交 通 

下水道 

その他 

 

26 

18 

－ 

21 

35 

 

25

17

－

21

35

△1

△1

－

0

0

 

 

 

 

公
営
企
業
等
会
計
部
門 

小計 100 98 △2

合  計 
762 

[868] 

742

[868]

△20 ＜参考＞ 

 人口１万人当たり職員数 92.86 人 

（注）１ 職員数は，一般職に属する職員数です。 

   ２ ［ ］内は，条例定数の合計です。 



(２) 年齢別職員構成の状況（平成２３年４月１日現在） 

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0 

12.0 

14.0 

16.0 

20 
歳 
未 
満 

20 
| 

23 

24 
|

27 

28 
|

31 

32 
| 

35 

36
|

39

40
|

43

44
|

47

48
|

51

52
|

55

56
|

59

60
歳
以
上

％

構成比

５年前の構成比

 
 

 

 
区分 

20 歳 

未満 

20 歳 

～  
23 歳 

24 歳 

～  
27 歳 

28 歳 

～  
31 歳 

32 歳

～  
35 歳

36 歳

～  
39 歳

40 歳

～  
43 歳

44 歳

～  
47 歳

48 歳

～  
51 歳

52 歳 

～  
55 歳 

56 歳 

～  
59 歳 

60 歳

以上
計 

職員数 

人 

0 

人 

22 

人 

29 

人 

54 

人

79 

人

99 

人

87 

人

87 

人

65 

人 

120 

人 

98 

人

2 

人

742

 

 

(３) 職員数の推移 

（単位：人・％） 

12 

部門別  １８年 １９年 ２０年 ２１年 ２２年 ２３年 
過去５年間 

の増減数（率） 

一般行政 475 466 451 441 435 424 △51(△10.7％) 

教育 125 114 112 107 100 93 △32(△25.6％) 

消防 132 127 129 131 127 127 △ 5(△ 3.8％) 

普通会計計 732 707 692 679 662 644 △88(△12.0％) 

公営企業等会計計 96 95 100 99 100 98 2(  2.1％) 

総合計 828 802 792 778 762 742 △86(△10.4％) 

年 度 

（注） 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数です。 
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８ 公営企業職員の状況 
 

（１） 水道事業 
 

① 職員給与費の状況 

ア 決算 

区 分 
総費用 

Ａ
純損益又は実質収支

職員給与費 

Ｂ

総費用に占める 

職員給与費比率 

B／A 

（参考）平成 21 年度

総費用に占める 

職員給与費比率 

２２年度 
千円

1,617,709 

千円

△98,968 

千円

130,855 

％ 

8.1 

％

7.8 

 

給  与  費 
区 分 

職員数 

Ａ 給 料 職員手当 期末・勤勉手当
計 

Ｂ

一人当たりの

給与費 B／A 

(参考)市町村平均

一人当たり給与費

２２年度 
人 

17 

千円 

72,337 

千円

9,082 

千円

25,918 

千円

107,337 

千円 

6,314 

千円

6,443 

（注）１ 職員手当には退職給与金を含みません。 

２ 職員数は，平成２３年３月３１日現在の一般職の職員数です。 

 

イ 特記事項 

管理職の管理職手当については，平成 21 年４月から 10％の減額措置を実施しています。 

 

② 職員の基本給，平均月収額及び平均年齢の状況（平成２３年４月１日現在） 

区 分 平均年齢 基本給 平均月収額 

笠 間 市 46.3 歳 368,293 円 509,293 円 

団体平均 45.6 歳 362,100 円 535,892 円 

（注） 平均月収額には，期末・勤勉手当等を含みます。 
 

③ 職員の手当の状況 

ア 期末手当・勤勉手当 

笠間市水道事業 団体平均 

１人当たり平均支給額（平成２２年度） 

1,525 千円 

１人当たり平均支給額（平成２２年度） 

1,510 千円 

（２２年度支給割合） 

期末手当     勤勉手当 

  2.60 月分     1.35 月分 

(1.45)月分    (0.65)月分 

（加算措置の状況） 

職制上の段階，職務の級等による加算措置 

・役職加算  5～15 ％ 

（注） （ ）内は，再任用職員に係る支給割合です。 
 

イ 退職手当（平成２３年４月１日現在） 

  平成 22 年度は退職者が１名のため掲載を省略します。 

  なお，本市全体での支給額を普通会計の部に付記しておりますので，こちらをご参照ください。 

 

ウ 地域手当（平成２３年４月１日現在） 

 

笠間市では支給していません。 
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エ 特殊勤務手当（平成２３年４月１日現在） 

 支給実績（平成２２年度決算） ━ 円

 支給職員１人当たり平均支給年額（２２年度決算） ━ 円

 職員全体に占める手当支給職員の割合（２２年度） ━ ％

 手当の種類（手当数） １種

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 
左記職員に対する 

支給単価 

滞納整理従事手当 水道課に勤務する職員 
市税等の滞納整理に関する現業に従

事するため出張したとき 
日額 200 円 

 

 

オ 時間外勤務手当 

支給実績（２２年度決算） 3,266 千円 

職員１人当たり平均支給年額（２２年度決算） 218 千円 

支給実績（２１年度決算） 4,275 千円 

職員１人当たり平均支給年額（２１年度決算） 238 千円 

（注） 時間外勤務手当には，休日勤務手当も含んでいます。  

 

 

カ その他の手当（平成２３年４月１日現在） 

手当名 内容及び支給単価（月額） 

一般行政

職の制度 

との異同 

一般行政職

の制度と 

異なる内容

支給実績 

(22 年度決算) 

支給職員１人当たり

平 均 支 給 年 額

(22 年度決算） 

管理職手当 

管理又は監督の地位にある職員の

うち，規則で指定するものについ

て支給 

 ・ 部 長 67,000 円 

 ・ 課 長 42,000 円 

 ・ 副参事 42,000 円 

同じ － 1,177 千円 588,500 円

扶養手当 

他に生計の途がなく主として職員

の扶養を受けている扶養親族のあ

る職員に支給 

・ 配偶者 13,000 円 

・ 配偶者以外の扶養親族   

1 人につき 6,500 円 

（配偶者がいない場合は，そ

のうち 1人につき 11,000 円）

※ 扶養親族である子のうち

満 16 歳の年度始めから満

22 歳の年度末までの子１

人につき 5,000 円を加算 

同じ － 3,385 千円 260,385 円
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住居手当 

自ら居住するため住宅を借り受

け，月額 12,000 円を超える家賃

を払っている職員に支給 

① 23,000 円以下の家賃の場合 

 {家賃額－12,000 円} 

② 23,000 円超の家賃の場合 

 {(家賃額－23,000 円)÷2＋

11,000 円（27,000 円が限度） 

同じ － 324 千円 324,000 円

通勤手当 

通勤のため自動車その他の交通の

用具で規則で定めるものを使用す

ることを常例とする職員等（通勤

距離が片道２キロメートル未満で

あるもの等を除く。） 

① 電車,バス等交通機関利用の

場合 

発行されている最長通用期間の

定期券の額 

月額 55,000 円を上限 

② 自動車等，交通用具利用の場

合 

 通勤距離により 

 月額  2,000 円 ～ 24,500 円 

③ ①及び②併用者 

 月額 55,000 円を上限 

同じ － 931 千円 51,722 円

単 身 赴 任

手当 

公署を異にする異動等に伴い，転

居し，父母の疾病その他規則で定

めるやむを得ない事情により，同

居していた配偶者と別居すること

となった職員で，単身で生活する

ことを常況とする職員に支給 

月額 23,000 円＋加算額 

 加算額は，交通距離により 

 月額  6,000 円 ～ 45,000 円 

同じ － ━ 千円 ━ 円

夜 間 勤 務

手当 

正規の勤務時間として午後 10 時

から翌日の午前 5 時までの間に勤

務する職員に支給 

・ １時間当たりの給料額×

25/100 

同じ － ━ 千円 ━ 円

宿日直手当 

宿日直勤務を命ぜられた職員に支

給 

１回当たり 4,200 円 

（勤務時間 5時間未満 2,100 円）

同じ － ━ 千円 ━ 円
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管 理 職 特

別 勤 務 手

当 

規則で指定する職を占める職員の

うち管理又は監督の複雑，困難及

び責任の度が高い職員として規則

で定める職員が臨時又は緊急の必

要その他の公務の運営の必要によ

り勤務時間条例第 3 条第 1 項，第

4 条及び第 5 条の規定に基づく週

休日又は祝日法による休日等若し

くは年末年始の休日等に勤務した

場合に支給 

１勤務当たり 

 ・ 部長     8,000 円 

 ・ 課長，副参事 6,000 円 

同じ － ━ 千円 ━ 円
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（２） 病院事業 
 

① 職員給与費の状況 

ア 決算 

区 分 
総費用 

Ａ
純損益又は実質収支

職員給与費 

Ｂ

総費用に占める 

職員給与費比率 

B／A 

（参考）平成 21 年度

総費用に占める 

職員給与費比率 

２２年度 
千円

500,574 

千円

2,595 

千円

257,561 

％ 

51.5 

％

45.6 

 

給  与  費 
区 分 

職員数 

Ａ 給 料 職員手当 期末・勤勉手当
計 

Ｂ

一人当たりの

給与費 B／A 

(参考)類似団体平

均一人当たり給与

費 

２２年度 
人 

27 

千円 

104,477 

千円

27,293 

千円

36,854 

千円

168,624 

千円 

6,245 

千円

6,803 

（注）１ 職員手当には退職給与金を含みません。 

２ 職員数は，平成２３年３月３１日現在の職員数です。 

 

イ 特記事項 

管理職の管理職手当については，平成 21 年４月から 10％の減額措置を実施しています。 

 

 

② 職員の基本給，平均月収額及び平均年齢の状況（平成２３年４月１日現在） 

区 分 平均年齢 基本給 平均月収額 

笠間市病院事業 43.2 歳 325,307 円 522,156 円 

団体平均 40.1 歳 327,990 円 565,102 円 

（注） 平均月収額には，期末・勤勉手当等を含みます。 

 

 

③ 職員の手当の状況 

ア 期末手当・勤勉手当 

笠間市病院事業 団体平均 

１人当たり平均支給額（平成２２年度） 

1,365 千円 

１人当たり平均支給額（平成２２年度） 

1,345 千円 

（２２年度支給割合） 

期末手当    勤勉手当 

 2.60 月分     1.35 月分 

(1.45)月分     (0.65)月分 

（加算措置の状況） 

職制上の段階，職務の級等による加算措置 

・役職加算  5～15 ％ 

（注） （ ）内は，再任用職員に係る支給割合です。 

 

イ 退職手当（平成２３年４月１日現在） 

  平成 22 年度は退職者が２名のため掲載を省略します。 

なお，本市全体での支給額を普通会計の部に付記しておりますので，こちらをご参照ください。 

 

ウ 地域手当（平成２３年４月１日現在） 

笠間市では支給していません。 
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エ 特殊勤務手当（２３年４月１日現在） 

 支給実績（２２年度決算） 7,946 千円

 支給職員１人当たり平均支給年額（２２年度決算） 441 千円

 職員全体に占める手当支給職員の割合（２２年度） 66.7％

 手当の種類（手当数） ３種 

 １「笠間市職員の特殊勤務手当に関する条例」に基づく特殊勤務手当（企業職員のみ） 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 
左記職員に対する 

支給単価 

夜間看護手当 看護師・准看護師 

正規の勤務時間による勤務の一

部又は全部が深夜において行わ

れる看護等の業務に従事したと

き 

1 回につき 

4 時間以上 3,300 円

2 時間以上 2,900 円

2 時間未満 2,000 円

医師研究手当 医師 
公衆衛生に関する調査研究の業

務に従事したとき 
月 85 万円以内 

放射線取扱手当 放射線技師 
エックス線撮影若しくは透視の

業務に従事したとき等 

エックス線撮影若し

くは透視の料金の固

定点数の 100 分の 3 

感染症接触手当 市立病院に勤務する職員 

感染症患者の診療又は介助若し

くは感染症の病原体の付着した

物体の処理作業に従事したとき 

日額 50 円 

 

オ 時間外勤務手当 

支給実績（２２年度決算） 4,533 千円 

職員１人当たり平均支給年額（２２年度決算） 197 千円 

支給実績（２１年度決算） 4,508 千円 

職員１人当たり平均支給年額（２１年度決算） 196 千円 

（注） 時間外勤務手当には，休日勤務手当も含んでいます。  

 

カ その他の手当（平成２３年４月１日現在） 

手当名 内容及び支給単価（月額） 

一般行政

職の制度 

との異同 

一般行政職

の制度と 

異なる内容

支給実績 

(22 年度決算) 

支給職員１人当たり

平 均 支 給 年 額

(22 年度決算） 

管理職手当 

管理又は監督の地位にある職員の

うち，規則で指定するものについ

て支給 

 ・院 長  100,000 円 

 ・事務局長  42,000 円 

 ・看護師長  24,000 円 

同じ － 1,642 千円 547,200 円
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扶養手当 

他に生計の途がなく主として職員

の扶養を受けている扶養親族のあ

る職員に支給 

・ 配偶者 13,000 円 

・ 配偶者以外の扶養親族   

1 人につき 6,500 円 

（配偶者がいない場合は，そ

のうち 1人につき 11,000 円）

※ 扶養親族である子のうち満

16 歳の年度始めから満 22 歳

の年度末までの子１人につき

5,000 円を加算 

同じ － 2,098 千円 299,643 円

住居手当 

自ら居住するため住宅を借り受

け，月額 12,000 円を超える家賃

を払っている職員に支給 

① 23,000 円以下の家賃の場合 

 {家賃額－12,000 円} 

② 23,000 円超の家賃の場合 

 {(家賃額－23,000 円)÷2＋

11,000 円（27,000 円が限度） 

同じ － ━ 千円 ━ 円

通勤手当 

通勤のため自動車その他の交通の

用具で規則で定めるものを使用す

ることを常例とする職員等（通勤

距離が片道２キロメートル未満で

あるもの等を除く。） 

① 電車,バス等交通機関利用の

場合 

発行されている最長通用期間の

定期券の額 

月額 55,000 円を上限 

② 自動車等，交通用具利用の場

合 

 通勤距離により 

 月額  2,000 円 ～ 24,500 円 

③ ①及び②併用者 

 月額 55,000 円を上限 

同じ － 545 千円 38,914 円

単 身 赴 任

手当 

公署を異にする異動等に伴い，転

居し，父母の疾病その他規則で定

めるやむを得ない事情により，同

居していた配偶者と別居すること

となった職員で，単身で生活する

ことを常況とする職員に支給 

月額 23,000 円＋加算額 

 加算額は，交通距離により 

 月額  6,000 円 ～ 45,000 円 

同じ － ━ 千円 ━ 円

夜 間 勤 務

手当 

正規の勤務時間として午後 10 時

から翌日の午前 5 時までの間に勤

務する職員に支給 

・ １時間当たりの給料額×

25/100 

同じ － 1,915 千円 136,769 円

宿日直手当 

宿日直勤務を命ぜられた職員に支

給 

１回当たり 4,200 円 

（勤務時間 5時間未満 2,100 円）

同じ － 6,120 千円 3,060,000 円
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管 理 職 特

別 勤 務 手

当 

規則で指定する職を占める職員の

うち管理又は監督の複雑，困難及

び責任の度が高い職員として規則

で定める職員が臨時又は緊急の必

要その他の公務の運営の必要によ

り勤務時間条例第 3 条第 1 項，第

4 条及び第 5 条の規定に基づく週

休日又は祝日法による休日等若し

くは年末年始の休日等に勤務した

場合に支給 

１勤務当たり 

 ・ 部長     8,000 円 

 ・ 課長，副参事 6,000 円 

同じ － ━ 千円 ━ 円

 

 

 

 

 


